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実証の背景・目的

10_戸田市

▼自治体の概要

自治体 戸田市（埼玉県） 位置 参加関係者の体制、役割*

人口 141,887 人（2023年1月） 総括管理主体 保有・管理主体 分析主体 活用主体

担当部局
教育委員会事務局

教育政策室

（庁内）

• 教育委員会事務局

教育政策室

（庁内）

• 教育委員会事務局教育政策室、

同学務課

• こども健やか部こども家庭支援室、

保育幼稚園課

• 健康福祉部福祉保健センター

（庁内）

• 教育委員会事務局教育政策室

（庁外）

• 株式会社内田洋行

（庁内）

• 教育委員会事務局教育政策室

• こども健やか部こども家庭支援室

（庁外）

• 市立小中学校の校長等

▼本事業の実施概要

背景、目的

背景

• 戸田市教育委員会では、これまでEBPM・EIPPの推進を掲げ、関連するデータを分析し、支援等につなげられるよう取り組んできた。

• 一方、様々なデータを保有しつつも、多くの場合、個々のデータの個別の活用にとどまり、困難を抱えるこどもの支援において、部局横断的なデータの利活用が進

んでいなかった。

目的

• こどもに関する各種データについて、個人情報の保護や倫理面での配慮を前提として、教育分野を軸にした「教育総合データベース」を整備するとともに、分野を

越えて連携させることを通じて、情報を分析し、潜在的に支援が必要なこどもを早期に発見し、プッシュ型支援につなげること。

困難の類型 ①不登校 ②貧困・虐待 ③学校カルテ

本年度の

実施成果

• 昨年度オンプレミスで整備した「教育総合データベース」について、クラウド上に構築するとともに、不登校等の予測に活用可能なデータ項目の追加・データ量拡充

を行うことで、機械学習により構築した不登校予測モデルの精度を向上させた。なお、福祉部局が保有する支援対象者に係る情報を本データベースに連携させる

ことは個人情報保護や情報の機微性の高さという観点から非現実的であったため、今後貧困・虐待など家庭関係のリスクを検出するロジックについては、関係

部局の理解を得つつ継続的に議論する必要性が確認された。

• 本データベースの情報をグラフや表などで見える化し、教員が情報を的確に把握できるようにした「ダッシュボード」を構築し、市内全18の小中学校の管理職・教員

に展開し、日常業務での活用を促進した。その結果、ある小学校では、不登校の観点から、新規に支援・見守りが必要とされる児童を10名捕捉することができ、

当該児童らへは連絡頻度を上げる、校内サポートルームへ接続することに繋げることができた。なお、校務支援システムの出欠情報等をRPAでダウンロードできるよ

うにし、連携作業の効率化を図ることができたため、次年度以降、より鮮度の高い情報が搭載されることで、ダッシュボードの日常使いが進むとともに、効果的にこ

ども達の支援に活用していくことも期待できる。

• また、こども家庭支援室で支援を検討する会議の構成員となっている教育政策室職員により、協議の場を活用し、対象児童生徒の一部についてダッシュボード

から得られた特徴的な示唆を共有した。また、こども家庭支援室と打合せを実施し、家庭関係のリスクが検知可能なデータを一人一台端末を活用して引き続き

収集することや、こども家庭支援室と学校管理職での連携に留まらず、SSW・SCとの連携を深めていくことなど、次年度に向けて協議した。

*総括管理主体：各担当部局からのデータを組み合わせて判定ロジック等を用いて人によるアセスメントの補助となる判定を行う部局

*保有・管理主体：教育・保育・福祉・医療等のそれぞれの分野に関するデータを保有する担当部局

*分析主体：データを分析して総括管理主体が困難な状況にあるこどもを把握するための判定アルゴリズム等を作成する者

*活用主体：データの提供を受け人によるアセスメントやプッシュ型（アウトリーチ型）の支援につなげる者
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こどもデータ連携の仕組みの構築

10_戸田市

マイナンバー利用系NW （K-net）

校務系NW（Edu-net）

インターネット接続系NW（TI-net）

学習系NW（Edu-net）

●福祉保健センター

保健情報    「健康   」

• 乳幼児健診情報

●教育委員会部局

EDUCOM       C4th

（校務支援    ）

• 児童生徒情報

• 学校出欠情報

• 健診情報

★各区子育て支援課

★児童相談所 等

汎用クラウドサービス（教育総合データベース）

DWH
Big Query

抽
出
・
変
換
・
読
込

データ保管
Cloud Storage

分析・可視化

Looker Studio

■Ddrive

ダッシュボード

アラート・通知機能等

★市職員

★教職員

判定ロジック

機械学習

■内田洋行

※この他にも生活保護、児童扶養手当の受給世帯の割合等のデータもあるが、

個人情報としてではなく、学級レベルでの情報として連携

●教育委員会部局

• 埼玉県学力・学習状
況調査

• 非認知能力調査

• その他学習系情報

●各部局

共通基盤システム
• 住基情報、学齢簿情報

Ｃ
Ｓ
Ｖ
出
力
等

Ｃ
Ｓ
Ｖ
出
力
等

●保育幼稚園課

子ども・子育て支援    DB

• 在園情報

LGWAN-ASP（T-net）

各ネットワークで

収集したデータを

ファイルサーバーで

保管

Ｃ
Ｓ
Ｖ
出
力
等

★市職員

★教職員

No 判定基準に用いたデータ項目

1 氏名・生年月日・性別・宛名コード

2 在籍学校名・クラス・出席番号

3 埼玉県学力・学習状況調査管理番号*1

4
埼玉県学力・学習状況調査*1

（学力調査・児童生徒質問紙調査）

5 授業がわかる調査*2

6 AiGROW（非認知能力を測定する調査）*3

7 Reading Skills Test*4

8 出欠・遅刻・早退の状況

9 保健室利用状況

10 長期欠席調査

11 いじめ等に関する記録

12 学校生活に係るアンケート

13 教育相談の利用の有無*5

14 学校健診結果

15 乳幼児健診結果

16 保育・幼稚園の在園状況

17 シャボテン（心の天気等）*6

18 Q-Uアンケート*7

本年度実証に係るシステム構成判定基準に用いたデータ項目

*1小学校４年～中学校３年を対象に年１回実施。

*2小学校４年～中学校３年を対象に年２回実施。

*3令和５年度は小学校１０校、中学校２校で実施。

*4令和５年度は小学校６年～中学校３年を対象に全校で実施。

*5自由記述は未搭載。

*6令和５年度から小学校３校で実施。

*7小学校６校で実施。

◼ 主に教育委員会及び学校が保有する情報を用いて、複数の決定木を組み合わせて予測を行う、勾配ブースティング等のモデルを複数検証しながら、「不登校リスクスコア」を導

き出した。

◼ 2022年の単年データをもとに機械学習により予測モデルを構築し、当該モデルに今年度データを当てはめ、「11月から３月末までに新たに不登校になる可能性のある児童生徒」

を予測した。

◼ 「教育総合データベース」は汎用クラウドサービス上に構築した。AIによる予測結果を鵜呑みにして対応しないよう、リスクスコアのアクセス権限は学校管理職のみに限定した。

• 汎用クラウドサービス上に

「教育総合データベース」を構築

• 原則としてCSVによる手動

連携で、LGWAN-ASPを

経由してデータを連携

• CD-ROMやメールによるデータ提供やインターネット

上でログインしダウンロードする方法などで対応

• ダッシュボードは、不登校リスクスコアは学校管

理職のみが閲覧可能とするなど、教育政策室

及び学校内で適切なアクセス制御を実施

※教育総合データベース上に

は機械学習により構築した

モデルによる予測結果のみ

を搭載（AIは教育総合

データベース上にはない）
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◼ 市内全18の小中学校の全児童生徒の不登校リスクスコア（学校の管理職のみ閲覧できるようアクセスコントロールを実施）を含むダッシュボードを実装し、全18校へ活用を依

頼した。

◼ 学校単位でのケース会議等で、学校管理職・教員がダッシュボードを活用して、人による絞り込み・支援方針検討を実施した。そして、学校での見守り・先手の支援、必要があ

る場合には福祉担当部局・外部団体等へ適宜情報連携・支援策検討を依頼した。

支援につなぐ取組

データ連携により把握したこども等を支援につなげる取組についての、本年度事業での実施フロー

10_戸田市

• 判定結果等の取扱を学校に委ねる点が特徴的

• そのため、ダッシュボードのUIの精査、事前説明に注力

• 管理職・教員で、日常業務でダッシュボードを活用

• 直近の欠席情報や教師による個別観察と最新の情報・

データを踏まえながら、教職員、SSW、SC等の関係者によ

る協議・絞り込みを実施し、新たに支援・見守りが必要と

みられる児童生徒を抽出
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結果（関連性のあるデータ項目、絞り込みの変遷）

10_戸田市

困難の類型（不登校）と関連性のあるデータ項目の分析結果

関連性のあるデータ項目 関連性が高いと判断した理由

直近（2023年8-10月）の教

育相談回数（教育センター

分）が月1回以上であること

• 抽出群と対照群の比較において、該

当率に約33倍の差

直近30日間の累積欠席日

数が4日以上であること

• 抽出群と対照群の比較において、該

当率に約48ポイントの差

◼ ある小学校を対象として分析した結果、「不登校」は「教育相談

回数」と「直近の欠席日数」*が関連性があると判定された。

* 他にも、関連性のあるデータ項目はあるものと考えるが、特に着目することが

望ましいと考えるものを抜粋。

• 「システム判定でリスク高」且つ「学校

での確認で支援優先度高と判断」

• 既存の支援・見守りの対象

• システム判定におい

て、リスクが低いと

判断された対象者

抽出群 対照群

◼ ある小学校では、「不登校予測モデル」で支援優先度が高いと判定された対象者83名について、学

校側で人による絞り込みを行った結果、うち10名が新規で支援・見守りの必要があると判断された。

◼ 当該10名については、本実証においては、チーム学校で対応策を検討し、連絡の頻度を上げると

いった対応を実施した。その結果、ぱれっとルームへの接続といった取組につなげることができた。

◼ 当該学校からは、システム判定結果について、実際に支援をしている児童とほぼ一致しており、スコア

が非常に信頼できるといったフィードバックを得ることが出来た。

システム判定

支援優先度が高いと判定

（n=83）

その他（n=589*）
*うち11名は、すでに支

援・見守りを実施中

人による絞り込み

判断できず

（n=23）

支援優先度が高いと判定

（n=60*）
* ア）50名：すでに支援・見守

りを実施中

* イ）10名：新規で支援・見

守り必要と判断

ある小学校の1-6年生の児童（n=672）

支援

システム判定の考え方
✓ 「不登校予測モデル」に基づき不登校リスク

スコアを導出。

✓ 一定以上のリスク（担任負担を考え、40人

学級であれば3-4人程度が導出されるような

水準に設定）の対象者を支援優先度が高

いと判定。

学校側で実施した、

人による絞り込みの考え方
✓ 全ての学校に向け、ダッシュボードの取扱方

法の説明会を実施。

✓ 学校では、管理職が不登校リスクスコアを確

認し、担任、就学支援担当、ぱれっとルーム

担当と協議し、データと教師の観察を踏まえ、

支援優先度を総合的に判断した。

本実証において実施した対応例
✓ 本実証では、チーム学校で対応策を検討し、

連絡の頻度を上げる等の対応を実施。

✓ 結果として、本市で用意している多様な学び

の１つである校内サポートルーム「ぱれっとルー

ム」への接続や、本人の希望する中学校への

進路の実現等につながった。

ある小学校における、絞り込みの変遷

うち、イの10名
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支援につないだ具体的な事例

10_戸田市

システム判定

支援優先度が高いと判定

人による絞り込み

支援優先度が高いと判定

Aさん、Bさん、Cさん・・・・

支援

こども・家庭のプロフィール、特記事項等
✓ 小学生

判定結果
✓ 機械学習により構築したモデルの予測結果が、リスクの高低の閾値として設定している値を上回る

➢ 閾値を超えた場合にアラートを表示。

➢ 1学級当たり追加で3～4名を見守ることを前提に、検知漏れと誤検知を少なくすることを目指した予測

モデルを構築。

➢ 2022年度に不登校になった子供の約8割を捕捉できるスコアを閾値としており、それ以上であれば高リス

クと整理。

人による絞り込み
✓ アクセス権限のある学校管理職（校長・教頭）がリスクスコアをダッシュボードで確認し、これまで校内会議等の

場で話題にならなかった児童生徒がいた場合に、高リスクとなった要因の検証のため、ダッシュボードで搭載データ

を横断的かつ経年で確認するとともに、担任等に対応状況を確認。

✓ データと教師の観察（アナログ）による最新の情報を総合的に踏まえて、支援の要否を判断。

➢ リスクスコアによって人の判断をサポートしながらも、それを鵜呑みにせず、支援が必要かどうかなど、最終

的に人が判断する

支援の実施
✓ 家庭への連携頻度を上げる、子供への声掛けを増やす等の支援に繋げた。

➢ 担任が抱え込んで事態が悪化する前に、管理職からのアプローチにより早期対応、組織的対応ができた。

➢ 一般的に学校管理職は、担任よりも人事異動のサイクルが短いが、情報の引継ぎという点での有効性

も確認できた。

➢ データの活用が進むことで、日々のシステムへのデータ入力等を正確かつ網羅的に入力することの大切さ

を教職員も実感できた。

支援につないだ具体的な事例
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◼ 「アナログ情報のデジタル化」としては、学校生活アンケートのデジタル化を、本事業と並行する形で実施・実現させた。

その他、工夫した点や得られた効果等①

10_戸田市

アナログ情報のデジタル化の実施状況
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◼ 本市においては、データベース構築やデータ利活用に当たっての留意事項をまとめた「教育データ利活用ガイドライン」を令和4年12月に策定。データベースの構築方法がオンプレミ

スからクラウド環境に変わったこと、個人情報の保護について条例から法律の適用に今年度切り替わったこと等を受け、当時からの進捗を踏まえ記述を更新し、改訂する予定。

その他、工夫した点や得られた効果等②

10_戸田市

【参考】ガイドラインの詳細についてはこちら▼

（現行）教育データ利活用ガイドライン

https://www.city.toda.saitama.jp/upload

ed/life/134180_281263_misc.pdf

（改訂案）教育データ利活用ガイドライン

https://www.city.toda.saitama.jp/upload

ed/life/142889_299502_misc.pdf
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◼ 個人情報をデータベース構築のために利用することについて、以下のとおり整理するとともに、データベースへの記録項目等をまとめた、個人情報ファイル簿を作成し、市HPで公表。

◼ 本市のガイドラインを踏まえた具体的措置として、データベースの概要等について保護者宛ての通知の送付や広報誌での紹介など利用目的の丁寧な説明を実施。

また、データベース上の個人情報を削除したいという意向に応じるための申請書を作成し、保護者宛の通知では申請方法についても御案内。

その他、工夫した点や得られた効果等③

10_戸田市

https://www.city.toda.saitama.jp/soshik

i/371/kyo-somu-kojinjoho-filebo.html

https://www.city.toda.saitama.jp/koho-

toda/230501/pdf/02-03.pdf#page=2 https://www.city.toda.saitama.jp/soshiki/373/kyo-sougou-db.html
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◼ 個別のデータ取得に当たっては、データの性質に応じ、児童生徒、保護者又は教職員に対して、もともとの調査目的に加え、本実証事業にかかる検証及び検証結果を踏まえた

支援への活用について言及（以下はその例）。

その他、工夫した点や得られた効果等④

10_戸田市

個別のデータ取得の際の回答フォームや通知の記載例
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考察・まとめ

10_戸田市

（１）データベースの連携方法、連携頻度等の更なる改善が必要。［技術面］

• 器としてのデータベースを構築できたものの、最新の情報がタイムリーには連携されていない状況である。今後は日次など頻度の高い情

報を中心に、手動連携となる場合にも本市や事業者の手間が可能な限り少なくなることで、持続可能性のあるデータベースの運用

が可能となり、かつ、活用主体である教職員によるダッシュボードの日常使いにも繋がると考えている。あわせて、現行のフィードバック

方法に即したダッシュボードへの改修やExcelで行っていた調査のWEBアプリ化も行っていく必要がある。

（２）会議等の場での活用事例の蓄積や横展開を通して、ダッシュボードの活用を有機的に繋げていくことが重要。［運用面］

• 8月～11月にかけて、市内全18校と個別に打合せを実施し、ダッシュボードのプロトタイプや学校としてのデータ利活用の課題感につい

て意見交換等を行った後、12月から市内全校に一斉にダッシュボードを連携した。現在は、ケース会議、生徒指導委員会、教育相

談部会等での活用が中心であるが、当該活用を深めつつ、学年会議や校内研修での活用を進めていくことを期待している。また、校

長会議や教員で構成される部会等において、具体的な活用事例を示すことなどを通して横展開を図り、データ利活用の文化を浸透

させていくことが必要である。

（３）不登校予測モデル等について更なる改善が必要。［技術面］

• 不登校予測モデルについては、活用主体である学校からのフィードバックを踏まえると一定の精度が確保されていたと考えている。ある

学校からは見守りの対象としていた児童生徒と予測結果が8割程度一致したとの報告も受けている。一方で、一部の学校からは「ど

ちらともいえない」といった評価もあった。次年度はWEBQU（Q-Uアンケートのデジタル版）を小学校全校に拡大するなど、現在の連

携データ項目を維持しつつ、学校ごとに差があった搭載データの標準化に繋げていくとともに、不登校リスクスコアが高くなかったものの、

結果的に長期欠席となった事例など今年度の実績についても分析を進め、不登校予測モデルの精度改善に繋げていく。

• 貧困・虐待などの家庭関係のリスクを検知するためのロジック構築については、こども家庭支援室と連携するとともに、今年度の各自

治体での実践も参照しながら、データ項目や諸条件の設定を行う。

• 学校カルテについては、「学校×市平均ダッシュボード」を実装できたものの、「平均」ではデータの特徴を必ずしも表わせない。海外の

事例も参考に、困難な状況にもかかわらず学力等を向上させている学校等の特徴についての判定ロジックを、Student Growth 

Percentile（SGP：児童生徒の学力の伸びの百分位数）の中央値（mSGPs）に基づき構築するなど、より分析を深めていく。
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